













































































































































法律・条例 政令・省令・規則 要綱その他 社会福祉性
不服申立
許容性 行政処分性
高知地判平成 28 年 4 月 26 日 TKC文献番号 25543073 住民訴訟









東京地判平成 27 年 2 月 24 日 TKC文献番号 25524152 抗告訴訟
×支給する旨 ○要件 ○要件・手続 ×事業者助成金 × ×
補助金交付決定の行政処分性（松塚） 7
福岡高判平成 23 年 9 月 8 日裁判所ウェブサイト、原審福岡地判平成 21 年（行
ウ）第 24 号等裁判所ウェブサイト抗告訴訟
×返還の定め ○一般的補助金交付規則 ○手続 ×
×行政処分
性の自白 ×返還命令







大阪高判平成 18 年 11 月 8 日裁判所ウェブサイト抗告訴訟（不作為の違法確
認訴訟）
×一般的
責務 × ○手続 × ×言及なし ×
名古屋地判平成 16 年 9 月 9 日判タ 1196 号 50 頁抗告訴訟（後述）
○要件・手続 ○要件・手続 ○手続 ○ ×不服申立却下 ○
神戸地判平成 16 年 1 月 20 日裁判所ウェブサイト抗告訴訟（後述）
○要件・手続 ○要件・手続 ○運用方針 × × ○
大分地判平成 15 年 12 月 22 日裁判所ウェブサイト住民訴訟
× ○一般的補助金交付規則 ×言及なし × × ×
最判平成 15 年 9 月 4 日判タ 1138 号 61 頁抗告訴訟（後述）
△「必要な
事業」 △事務の所轄 ○要件・手続 ○ × ○
京女法学　第 12 号8




○概括的要件 ○要件・手続 ×事業者助成金 ×言及なし ×
福岡高那覇支判平成 5年 12 月 9 日訟月 41 巻 1 号 1 頁、原審那覇地判平成 5




○概括的要件 ○手続・教示 ×事業者助成金 ○教示 ×




○要件 ○要件・手続 ×事業者助成金 ○要領で教示 ×
東京高判平成 1年 7 月 11 日行集 40 巻 7 号 925 頁、原審東京地判昭和 63 年




名古屋地判昭和 59 年 12 月 26 日判タ 550 号 216 頁住民訴訟
× ○一般的補助金交付規則 ×言及なし × × ×
福岡高判昭和 56 年 7 月 28 日行集 32 巻 7 号 1290 頁、原審福岡地判昭和 55
年 9 月 26 日行集 32 巻 7 号 1291 頁抗告訴訟（不作為の違法確認訴訟）（後述）
△「必要な
措置」 × ○要件・手続 ○ × ○
東京高判昭和 56 年 11 月 25 日行集 32 巻 11 号 2090 頁、東京地判昭和 56 年 6





金交付規則 ○手続 × ×言及なし ×
東京高判昭和 55 年 7 月 28 日行集 31 巻 7 号 1558 頁、原審東京地判昭和 51







大阪高判昭和 54 年 7 月 30 日行集 30 巻 7 号 1352 頁抗告訴訟（不作為の違法
確認訴訟）（保育所児童助成事件）（後述）
△「必要な
措置」 × ○要件・手続 ○ ×言及なし ○
札幌高判昭和 44 年 4 月 17 日行集 20 巻 4 号 459 頁、原審釧路地判昭和 43 年
3 月 19 日行集 19 巻 3 号 408 頁抗告訴訟（後述）
○要件 ○手続 ○教示 × ○教示する取扱 ○
参照判決：仙台高判平成 28年 1月 20日TKC文献番号 25542099、原審盛岡地







































































































































































































































































例で見られるのである（東京地判平成 27 年 12 月 15 日（表中）、東京地判平


















例えば、大分地判平成 15 年 12 月 22 日（表中）は、本件補助金交付規則
が条例等の委任に基づいていないということから、本件規則は「事務執行上
の手続を定めた内部的な規則にすぎない」とする（その他にも、東京高判平
成 1年 7月 11 日（表中）、名古屋地判昭和 59 年 12 月 26 日（表中）、東京地
判昭和 56 年 6 月 26 日（表中））。
7　大量反復性












































規則、通達・要綱の関係）の点で最判平成 15 年 9 月 4 日（表中）労災就学
援護費事件の事案とかなり似ている。しかし、両判決の結論は分かれており、
前者が行政処分を否定し、後者が肯定している。同様のものとして、福岡高
判昭和 56 年 7 月 28 日（表中）、原審福岡地判昭和 55 年 9 月 26 日（表中）も、
法律条例に規則等への委任がないにもかかわらず、鷹揚に行政処分性を肯定
している。














う意である。この区分論は、東京地判平成 12 年 2 月 24 日（表中）と最判平
成 15 年 9 月 4 日（表中）が結論を異にしたこと（上述）をも説明するキーワー
ドにできそうである。
さらに、東京地判平成 22 年（表中）は、事業者への助成金であることか










































































の法律関係に関する確認の訴えで審理したり（東京地判平成 27 年 12 月 15
日（表中））43、民事訴訟による審理をしたり（福岡高判平成 23 年 9 月 8 日（表
中）、原審福岡地判平成 21 年（行ウ）第 24 号等（表中））44、あるいは国家
賠償の審理をしたり（東京地判平成 22 年 12 月 10 日（表中）、東京地判昭和































⑴ 阿部泰隆『行政法再入門（上）第 2版』（信山社、2016 年）101 頁。その他にも、小
滝敏之『補助金適正化法解説増補第 2版―補助金行政の法理と実務―』（全国会
計職員協会、2016 年）138 頁、成田頼明「非権力行政の法律問題」公法研究 28 号 151
頁。
⑵ 参照、槇重博「行政判例研究 131」自治研究 46 巻 11 号 148 頁以下、白井皓喜「取消し、
無効確認請求（2号請求）の対象」民商法雑誌 93 巻 2 号 241 頁、同「市街地再開発事
業補助金違法事件（愛知県・岡崎市）」判例地方自治 18 号 85 頁。
⑶ 寺田友子「青少年団体補助金交付決定取消等請求住民訴訟事件（東村山市）」判例地
方自治 66 号 37 頁、川内劦「二号請求の『行政処分』概念と補助金交付決定」修道法
学 11 巻 2 号 291 頁。
⑷ 村上武則「私人に対する補助金行政の法律問題（1）」広島大学政経論叢 24 巻 4・5 号
88 頁。
⑸ 参照、小滝・前掲書 20 頁以下。
⑹ 塩野宏「資金交付行政の法律問題―資金交付行政と法律の根拠―」『行政過程と
その統制』（有斐閣、1989 年）40 頁。
⑺ 碓井光明『公的資金助成法精義』（信山社、2007 年）16 頁。同意見として、神山智美「補
助金返還訴訟に関する一考察―補助金の返還プロセスおよび返還金の負担者に関し












⑿ 神山・前掲 59 頁。最判平成 15 年 9 月 4 日（表中）労災就学援護費の事案もそうであ
ろう。





⒁ 村上・前掲 91 頁は、個人に対する支給も補助金に入るとする。
⒂ 参照、碓井光明「補助金の法律問題」成田頼明編『行政法の争点（新版）』（有斐閣、
1990 年）328 頁、碓井・前掲「補助金」239 頁、山村恒年「抗告訴訟の対象となる行
政処分（9）」民商法雑誌 60 巻 3 号 400 頁、小滝・前掲書 110 頁、112 頁。
⒃ 小滝・前掲書 123 頁。
⒄ 槇重博『現代行政法の諸問題』（有斐閣、1980 年）254 頁。
⒅ 山田幸男『行政法の展開と市民法』（有斐閣、1961 年）341 頁。
⒆ 成田・前掲 151 頁。
⒇ 塩野宏「補助金請求権の性質」田中二郎・雄川一郎『行政法演習Ⅰ』（有斐閣、1963 年）
14 頁、塩野宏「補助金交付決定をめぐる若干の問題点」『法治主義の諸相』（有斐閣、
2001 年）201 頁、山村・前掲 398 頁。参照、碓井・前掲「補助金」239 頁以下、槇・
前掲 148 頁以下、小滝・前掲書 93 頁。
21 形式的行政処分であるとする説が有力である。参照、碓井・前掲『争点』329 頁、小滝・
前掲書 112 頁、村上武則「給付行政の諸問題」雄川・塩野・園部編『現代行政法大系
第 1巻』（有斐閣、1983 年）115 頁、池田敏雄「形式的行政行為」成田頼明編『行政
法の争点（新版）』（有斐閣、1990 年）62 頁。





24 災害弔慰金条例の事案で、佂石市災害弔慰金条例 3条（仙台高判平成 28 年 1 月 20 日
（表中）、原審盛岡地判平成 27 年 4 月 24 日（表中））も同じ思考法をとる。
25 大鹿幸宏編『補助金等適正化法講義』（大蔵財務協会、2011 年）51 頁以下。
26 碓井光明「地方公共団体の補助金交付をめぐる法律問題（上）」自治研究 56 巻 6 号 32
頁。
















京地判昭和 55 年 3 月 4 日行集 31 巻 3 号 353 頁、控訴審東京高判昭和 57 年 9 月 14 日
行集 33 巻 9 号 1789 頁国分寺訴訟。その他、東京地判昭和 51 年 12 月 13 日（表中）、
控訴審東京高判昭和 55 年 7 月 28 日（表中）摂津訴訟。
32 参照、兼子仁『自治体・住民の法律入門』（岩波書店、2001 年）129 頁、室井力「条
例と要綱」『行政の民主的統制と行政法』（日本評論社、1989 年）112 頁。参照、大橋
洋一『行政法Ⅰ第 3版』（有斐閣、2016 年）254 頁。
33 雄川一郎「現代における行政と法」雄川一郎・高柳信一編『現代の行政』（岩波書店、
1966 年）18 頁。
34 阿部・前掲書（上）48 頁、101 頁。






昭和 56 年 6 月 26 日（表中）。
38 参照、松塚晋輔「災害弔慰金の不支給決定処分の取消訴訟―盛岡地判平成 27 年 4
月 24 日、仙台高判平成 28 年 1 月 20 日の研究―」京女法学 11 号 176 頁以下。
39 例、東京地判平成 27 年 12 月 14 日 TKC文献番号 25532322、東京高判昭和 55 年 7 月





41 災害弔慰金の事例として、仙台高判平成 28 年 1 月 20 日（表中）、原審盛岡地判平成
27 年 4 月 24 日（表中）は、行政が不服申立てを却下でなく棄却していた事案であった。
評釈として、松塚・前掲 171 頁以下。




44 言及するものとして、大阪高判平成 18 年 11 月 8 日（表中）。





48 通説である。福田淳一『補助金等適正化法講義』（大蔵財務協会、2007 年）124 頁、
大鹿・前掲書 126 頁、小滝・前掲書 344 頁。
